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本書は、ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Disclosure for Investors’NETwork）システムを利用して

金融庁に提出した有価証券報告書の訂正報告書の記載事項を、紙媒体として作成したものでありま

す。 

ＥＤＩＮＥＴによる提出書類は一部の例外を除きＨＴＭＬファイルとして作成することとされ

ており、当社ではワードプロセッサファイルの元データをＨＴＭＬファイルに変換することにより

提出書類を作成しております。 

本書はその変換直前のワードプロセッサファイルを原版として印刷されたものであります。 
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【表紙】 
 

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年８月２日 

【事業年度】 第67期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

【会社名】 岩井証券株式会社 

【英訳名】 Iwai Securities Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  沖津 嘉昭 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜一丁目８番16号 

【電話番号】 大阪（06）6229－4600（代表） 

【事務連絡者氏名】 財務部長  小巻 善郎 

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区北浜一丁目８番16号 

【電話番号】 大阪（06）6229－4600（代表） 

【事務連絡者氏名】 財務部長  小巻 善郎 

【縦覧に供する場所】 岩井証券株式会社 東京支店 

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目９番４号） 

岩井証券株式会社 橿原支店 

（奈良県橿原市新賀町235番６号） 

岩井証券株式会社 宝塚支店 

（兵庫県宝塚市栄町二丁目２番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年６月29日に提出いたしました第67期事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）有価証

券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出する

ものであります。 

 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

財務諸表等 

注記事項 

（リース取引関係） 

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   線で示しております。 

 



－  － 
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第一部【企業情報】 
 

第５【経理の状況】 
 

【財務諸表等】 

注記事項 

（リース取引関係） 

 

  （訂正前） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は次のとおりです。

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は次のとおりです。

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

器具・備品 420,137 312,196 107,941

その他 138,188 118,590 19,598

合計 558,326 430,787 127,539

  

 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

器具・備品 253,558 105,679 147,879

その他 22,588 9,434 13,153

合計 276,146 115,114 161,032

  
２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
 

 千円

１年内 48,467

１年超 82,548

合計 131,015
  

 
 千円

１年内 48,528

１年超 115,917

合計 164,445
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
 

 千円

支払リース料 82,152

減価償却費相当額 73,783

支払利息相当額 3,955
  

 
 千円

支払リース料 53,287

減価償却費相当額 48,641

支払利息相当額 5,957
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

  

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 



－  － 
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  （訂正後） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は次のとおりです。

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は次のとおりです。

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額相当
額（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

器具・備品 420,137 312,196 107,941

その他 138,188 118,590 19,598

合計 558,326 430,787 127,539

  

 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額相当
額（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

器具・備品 252,416 105,527 146,889

その他 22,588 9,434 13,153

合計 275,005 114,961 160,043

  
２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
 

 千円

１年内 48,467

１年超 82,548

合計 131,015
  

 
 千円

１年内 48,196

１年超 115,357

合計 163,554
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
 

 千円

支払リース料 82,152

減価償却費相当額 73,783

支払利息相当額 3,955
  

 
 千円

支払リース料 53,287

減価償却費相当額 48,489

支払利息相当額 6,207
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

  

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 
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